
高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、デジタル技術の活用による様々な産業分野が抱える課題

の解決や新たな市場創出に資するような先進的で新たなサービス又は製品の

開発に要する経費の一部について、予算の範囲内で高松市中小企業等デジタ

ルビジネス推進事業補助金（以下「補助金」という。）を交付することに関し

必要な事項を定めることにより、市内の中小ＩＴ企業者の競争力を高め、こ

れら中小ＩＴ企業者が本市デジタルビジネスの振興を推進する上でその中心

的役割を担い、もって地域経済の活性化が促進されることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

(１) ＩＴ産業 総務省が定める日本標準産業分類（平成２５年１０月改定）

に規定する中分類３９情報サービス業又は中分類４０インターネット附随

サービス業に属する事業をいう。 

(２) 中小企業者 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第

１項に規定する会社及び個人をいう。ただし、ＩＴ産業を主たる事業とし

て営むものにおいては、資本金の額又は出資の総額が３億円以下の会社並

びに常時使用する従業員の数が３００人以下の会社及び個人をいう。 

(３) 中小ＩＴ企業者 ＩＴ産業を主たる事業として営む中小企業者をいう。 

(４) 会社 株式会社(特例有限会社を含む。)、合名会社、合資会社、合同

会社及び士業法人をいう。 

(５) 士業法人 監査法人、特許業務法人、弁護士法人、税理士法人、司法

書士法人、社会保険労務士法人、土地家屋調査士法人及び行政書士法人を

いう。 

(６) コンソーシアム ２以上の者によって、補助金の交付の対象となる事

業（以下「補助対象事業」という。）を実施することを目的とする組織（国、

県その他地方公共団体又はその関連団体を含むものを除く。）をいう。なお、

法人格を有するものであることを要しない。 



（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者（以下「補助対象者」という。）は、中小

ＩＴ企業者であって、次の各号のいずれにも該当するものとする。 

(１) 本店である営業所の所在地が市内である会社又は市内に住所を有する

個人であること。 

(２) コンソーシアムを組織する中小ＩＴ企業者であること。 

(３) 中小ＩＴ企業者は、コンソーシアムにおいてデジタル技術を活用した

開発における主体的な役割を担うものであること。 

(４) 第８条に規定する補助金の交付の申請の日において本市の市税のうち

納期限の到来した税額を滞納していない者であること。 

(５) 補助金の交付の申請の日前において継続して１年以上、ＩＴ産業を主

たる事業として営んでいる者であること。 

(６) 過去に本補助金の交付を受けていない者であること。 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、補助対象

者としない。 

 (１) 次のアからウまでのいずれかに該当する者（以下「みなし大企業」と

いう。） 

(ア) 発行済株式の総数又は出資価額の総額の２分の１以上を同一の大企

業（中小企業者以外の者であって、事業を営む法人をいう。以下同じ。）

が所有している中小ＩＴ企業者（個人を除く。この号において同じ。） 

(イ) 発行済株式の総数又は出資価額の総額の３分の２以上を大企業が所

有している中小ＩＴ企業者 

(ウ) 大企業の役員又は職員を兼ねている者が役員総数の２分の１以上を

占めている中小ＩＴ企業者 

(２) 補助対象事業と同一の事業に対して、国、県その他各種団体等から別

の補助金の交付を受けた、又は受ける中小ＩＴ企業者 

(３ ) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

７７号）に規定する暴力団等の反社会的勢力に関係する中小ＩＴ企業者 

(４) 宗教法人 

(５) 法人格のない任意団体 



(６) 第８条に規定する補助金の交付の申請の日において高松市指名停止等

措置要綱（平成２４年高松市告示第４０３号）に基づく指名停止措置が講

じられている中小ＩＴ企業者 

(７) 前各号に掲げる者のほか、市長が補助することが適当でないと認めた

者 

（補助対象事業） 

第４条 補助対象事業は、補助対象者をその構成員の一人とするコンソーシア

ムにおいて取り組まれるデジタル技術の活用による様々な産業分野が抱える

課題の解決や新たな市場創出に資するような先進的で新たなサービス又は製

品の開発であって、補助金の交付の申請の日から概ね３年以内に商品化を目

指すものとする。ただし、国、県その他各種団体等の他の補助金と重複する

事業については、補助対象事業に含まないものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該コンソーシアムの構成員に前条第２項第３

号から第６号までに掲げる者に該当する者が含まれている場合は補助対象事

業としない。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

補助対象事業の実施に必要な経費（消費税及び地方消費税の額に相当する額

は含まない。）のうち、使用料及び賃借料、委託費、印刷製本費、消耗品費（当

該補助対象事業の実施に限って使用するものであることを確認することので

きるものに限る。）、報償費、旅費、通信運搬費、人件費その他市長が必要と

認めるものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、コンソーシアム内の構成員間の取引、金券等の

購入費、車両又は不動産の購入費、公租公課、パーソナルコンピュータ等補

助対象事業以外の事業への転用が容易と認められる機器等の購入費、文房具

等の事務用品その他補助金の目的等に照らし適当でないと市長が認めるもの

は、補助金の交付の対象としない。 

３ 第１項の規定にかかわらず、暗号資産（資金決済に関する法律（平成２１

年法律第５９号）第２条第５項に規定する暗号資産をいう。）、割引券その他

これに類するもの、金券、商品券又は小切手若しくは手形（いずれも他人が



振り出したものに限る。）で支払を行った経費は、補助対象経費に算入しない。 

（契約等） 

第６条 補助事業者は、補助事業を遂行するために、売買、請負その他の契約

を締結しようとする場合は、原則として、２者以上の事業者から見積りを徴

取し、予定価格の範囲内で最低の価格を提示した者を契約の相手方として選

定するものとする。ただし、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）

第１６７条の２第２号、第５号、第６号又は第７号の規定の趣旨を踏まえ、

複数の事業者から見積りを徴取することが困難又は不適当であると認める場

合は、この限りでない。 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の実支出額の合計額に２分の１を乗じて

得た額（その額に１，０００円未満の端数があるときは、その端数を切り捨

てた額）（その額が３００万円を超えるときは、３００万円）とする。 

（交付の申請） 

第８条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、高松

市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付申請書（様式第１号）に、

次に掲げる書類を添えて、市長が指定する日までに市長に提出しなければな

らない。 

(１) 事業計画書（様式第２号） 

(２) コンソーシアム体制調書（様式第３号） 

(３) コンソーシアム構成員調書（様式第４号） 

(４) 事業実施スケジュール（様式第５号） 

(５) 収支予算書（様式第６号） 

(６) 給与証明書（様式第７号）（補助対象経費に人件費を含む場合に限る。） 

(７) 誓約書（様式第８号） 

(８) 補助対象経費の見積書の写し又は当該見積りの額を確認することので

きる書類 

(９) コンソーシアムを構成する全ての者の履歴事項全部証明書（個人の場

合にあっては住民票の写し）（発行後１月以内のものに限る。） 

(１０) 税務署の受付印のある個人事業の開業・廃業等届出書の写し（コン



ソーシアムの構成員で個人の場合に限る。） 

 (１１) その他市長が必要と認める書類 

（交付の決定） 

第９条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容を

審査し、必要に応じて実地調査等を行い、補助金の交付の適否を決定するも

のとする。 

２ 前項の補助金の交付の適否の決定に当たっては、市長が別に定めるところ

により設置する高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金評価員会

の評価員に対して意見を求め、出された意見を参酌してその決定を行うもの

とする。 

３ 評価員会の設置、運営の方法等については、市長が別に定める。 

４ 市長は、補助金の交付の決定をする場合において、必要な条件を付するこ

とができる。 

（決定の通知） 

第１０条 市長は、前条の規定により補助金の交付の適否を決定したときは、

申請者に対し、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付決定

通知書（様式第９号）又は高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助

金不交付決定通知書（様式第１０号）により、その決定の内容及び交付の決

定の場合にあってはこれに付する条件を通知するものとする。 

（着手届及び完了届） 

第１１条 前条の規定による交付の決定の通知を受けた申請者（以下「補助事

業者」という。）は、交付の決定を受けた事業（以下「補助事業」という。）

に着手したときは高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業着手届（様式

第１１号）を、当該補助事業が完了したときは高松市中小企業等デジタルビ

ジネス推進事業完了届（様式第１２号）を直ちに市長に提出しなければなら

ない。 

（補助事業の変更等） 

第１２条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金変更交付申請書（様式第

１３号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、第 



１０条の規定により決定の通知を受けた補助金の交付予定額が増額となる変

更は認めない。 

(１) 補助対象経費の区分に応じ計上された額を変更しようとするとき。た

だし、補助対象経費の区分に応じ計上された額をその２０パーセントの範

囲内で増加又は減少させるものであって、補助対象経費の合計額の２０パ

ーセント以内の額の減少である場合を除く。 

(２) 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、その変更が補助対

象経費の合計額の２０パーセント以内の額の減少である場合であって、次

のア及びイに掲げる場合のいずれかに該当すると認めるときは除く。 

ア 補助事業の目的に変更をもたらすものではなく、かつ、より能率的に

補助事業の目的の達成に資するものと考えられる場合 

イ 補助事業の目的及び能率に関係がない事業計画の細部の変更である場

合 

２ 市長は、前項の規定により提出のあった変更の内容を承認する場合は、必

要な条件を付し、又は第９条第４項の規定により付した条件を変更すること

ができる。 

３ 補助事業者は、第１項の規定による承認を受けようとする場合は、同項に

規定する申請書に次の各号に掲げる書類を添えなければならない。 

(１) 変更後の事業計画書（様式第２号） 

(２) 変更後の収支予算書（様式第６号） 

(３) 変更の内容を確認することのできる書類 

(４) その他市長が必要と認める書類 

４ 市長は、第１項の規定により提出のあった補助事業の変更の承認をしたと

きは、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金変更交付決定通知

書（様式第１４号）により当該補助事業者に通知するものとする。 

５ 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、高松市

中小企業等デジタルビジネス推進事業中止（廃止）承認申請書（様式第１５

号）を市長に提出し、その承認を受けなければならない。この場合において

は、第１０条の規定を準用する。 

６ 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業



の遂行が困難となったときは、速やかにその理由その他必要な事項を市長に

報告し、その指示を受けなければならない。 

（実績報告） 

第１３条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、その完了をした日から

起算して２０日を経過する日又は補助金の交付に係る市の会計年度の３月 

３１日のいずれか早い日までに、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事

業補助金実績報告書（様式第１６号）に、次に掲げる書類を添えて、市長に

提出しなければならない。 

(１) 事業実績書（様式第１７号） 

(２) 収支決算書（様式第１８号） 

(３) 補助事業の執行において締結をした契約書、請書等の写し 

(４) 補助対象経費を支払ったことを確認することのできる書類の写し 

(５) 補助事業の成果を確認することのできるもの（写真撮影が可能なもの

である場合はその写真） 

(６) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類 

（交付指令等） 

第１４条 市長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、提出

された書類の審査及び必要に応じて行う実地調査等により、補助金の交付の

決定の内容及びこれに付した条件に適合するか否かを確認し、適合すると認

めるときは、補助金の額を確定し、高松市中小企業等デジタルビジネス推進

事業補助金交付指令書（様式第１９号）により、補助事業者に通知するもの

とする。 

２ 前項の規定による通知を受けた補助事業者は、補助金の交付を受けようと

するときは、所定の請求書を市長に提出しなければならない。 

（事業実施効果の報告） 

第１５条 補助事業者は、補助事業が完了した日から起算して１年を経過した

日の後及び補助事業が完了した日から起算して２年を経過した日の後遅滞な

く、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業実施効果報告書（様式第 

２０号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

 (１) 事業計画書（様式第２号）に記載した売上目標（当該目標に変更があ



る場合は事業実績書（様式第１７号）に記載した売上目標）の実績値が分

かる書類 

(２) その他市長が必要と認める書類 

（決定の取消し及び補助金の返還） 

第１６条 市長は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認めると

きは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(１) 虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定又は交付を受けたと

き。 

(２) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(３) この要綱の規定に違反したとき。 

(４) 補助金の交付の決定の内容若しくはこれに付した条件又は法令に違反

したとき。 

(５) 補助金の交付を受ける権利を第三者に譲渡し、又は担保に供したとき。 

(６) 前各号に掲げる場合のほか、市長の指示に従わなかったとき。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定を取り消した場合において、

その取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付しているときは、期限を定

めてその全部又は一部の返還を命ずるものとする。 

（書類等の整備） 

第１７条 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を

備え、当該収入及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証

拠書類を補助事業が完了した日（補助事業の廃止の承認を受けた場合は、そ

の承認を受けた日）の属する年度の終了後５年間保存しておかなければなら

ない。 

（財産処分の制限） 

第１８条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した不動産

及びその従物並びに補助事業により取得し、又は効用の増加した価格が単価

５０万円以上の機械、器具その他財産（以下「取得財産等」という。）につい

ては、減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５

号）に定める耐用年数を経過するまで、市長の承認を受けないで補助金の交

付目的に反してこれを使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、担保に供し、取



り壊し、又は廃棄してはならない。 

２ 市長は、前項の規定により市長の承認を受けて補助事業者が取得財産等を

処分した場合において、補助事業者に収入があった場合は、その収入の全部

又は一部を市に納付させることができる。 

（検査等） 

第１９条 市長は、必要があると認めるときは、当該職員に書類等の検査をさ

せ、又は補助事業等の執行状況について実地検査をさせることができる。 

２ 補助決定者は、市監査委員から要求があるときは、いつでも監査を受けな

ければならない。 

（委任） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

 

附 則 

この要綱は、令和４年４月１１日から施行する。 

 

 附 則 

この要綱は、令和５年６月２８日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号(第８条関係) 

  年  月  日 

（宛先）高松市長 

申請者 所 在 地 

名  称 

代 表 者 

（個人にあっては、住所及び氏名） 

 

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付申請書 

 

次のとおり高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金の交付を受け

たいので、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付要綱第８条

の規定により、関係書類を添えて申請します。 

また、この申請に当たり、市において公簿等により私の市税の納付状況につ

いて確認されることに同意します。 

 

補 助 申 請 額  円 

事 業 の 名 称   

着 手 ・ 完 了  

予 定 年 月 日 

着手予定年月日    年   月   日 

完了予定年月日    年   月   日 

添 付 書 類 

(１) 事業計画書（様式第２号） 
(２) コンソーシアム体制調書（様式第３号） 
(３) コンソーシアム構成員調書（様式第４号） 
(４) 事業実施スケジュール（様式第５号） 
(５) 収支予算書（様式第６号） 
(６) 給与証明書（様式第７号）（補助対象経費に人件

費を含む場合に限る。） 
(７) 誓約書（様式第８号） 
(８ ) 補助対象経費の見積書の写し又は当該見積りの

額を確認することのできる書類 
(９ ) コンソーシアムを構成する全ての者の履歴事項

全部証明書（個人の場合にあっては住民票の写し）（発
行後１月以内のものに限る。） 

(10) 税務署の受付印のある個人事業の開業・廃業等届
出書の写し（コンソーシアムの構成員で個人の場合に
限る。） 

(11) その他市長が必要と認める書類 



様式第２号(第８条関係) 

事業計画書 

 １ 事業の名称 

                                

 

２ 本事業を実施するに至った背景及び事業目的 

 

 

 

 

 

３ 事業内容 

(１) デジタル技術の活用により実施する補助事業の具体的な内容 

 

 

 

 

 

  (２) 本事業の実施において活用を予定しているデジタル技術 

 

 

 

 

 

(３) 事業の特徴 

 

 

 

 

 



４ 市場の現状・今後の市場規模拡大の可能性 

（ターゲットとなるユーザーや需要、本事業に関係する市場の現在の規

模、今後の市場規模拡大の可能性などを記載してください。） 

 

 

 

 

 

５ 将来の展望 

(１) 商品化の計画 

 

 

 

 

 

  (２) 売上目標 

        年        円 

    年        円 

    年        円 

 

 

 

 

(３) 業界や社会への波及効果 

 

 

 

 

 

 



様式第３号（第８条関係） 

コンソーシアム体制調書 

１ コンソーシアムの概要に関する事項 

コンソーシアムの

設 立 の 目 的 

 

 

設 立 経 緯 

 

 

 

 

現在の活動内容 

 

 

 

 

補助事業完了後の

活 動 計 画 

 

 

 

 

 

２ コンソーシアムの構成員に関する事項 

ＮＯ 構 成 員 の 名 称 構 成 員 の 所 在 地 代 表 者 職 氏 名 
主 な 市 内 の 

営 業 所 所 在 地 

本 事 業 に お い て 構 成 員 が 

担 う 具 体 的 な 役 割 

１      

２      

３      

４      

５      

 



様式第４号（第８条関係） 

コンソーシアム構成員調書 

企 業 名 及 び 

代 表 者 職 氏 名 

 

 

ホ ー ム ペ ー ジ 

ア ド レ ス 

 

 

担 当 者 

（所属部門） 

（氏  名） 

TEL：             e-mail： 

資 本 金 又 は 

出 資 の 総 額 
円 日 本 標 準 

産 業 分 類 

中 分 類 

□情報サービス業 

□インターネット附随サー

ビス業 

□その他（     ） 
従 業 員 数 

（ 常 時 雇 用 ） 
人 

本事業の従事者 

№ 所属部門  役 職 氏 名 

１    

２    

３    

主な株主とその

出 資 比 率 又 は 

株 主 構 成 

 

 

 

 

 

主な業務内容と

売 上 構 成 

 

 

 

 

 

主 な 取 引 先 

 

 

 

 

 

決 算 状 況 

決 算 期 ３期前 ２期前 前 期 

売 上 高 円 円 円 

営 業 利 益 円 円 円 

経 常 利 益 円 円 円 

当 期 利 益 円 円 円 

注  

１ コンソーシアムを構成する全ての者それぞれについて提出してください。 

 ２ 「売上構成」は、現在の商品ごとの売上割合を記載してください。 



様式第５号（第８条関係） 

事業実施スケジュール 

 

申 請 者 名   

 

年度 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月 

１年度目             

２年度目             

３年度目             

注 補助金の交付の申請の日が属する年度から商品化（交付の申請の日から概ね３年以内）するまでの期間について記載してください。



様式第６号（第８条関係） 

収支予算書 

１ 収入の部                            （単位：円） 

区      分 予  算  額 内     訳 

市補助金   

申請者負担金   

その他収入   

   

計   

 

２ 支出の部                            （単位：円） 

区      分 予  算  額 内     訳 

   

   

   

   

   

   

計   

注 支出の部の区分の欄は大分類ごとの名称を、内訳の欄は、事業に係る経費の使用目的等

を具体的に記載してください。また、消費税及び地方消費税の額は、大分類ごとに名称

を記載した行とは別の行に、これらに係る税額の総額を記載してください。 

 

３ 補助申請額 

 補助対象経費の合計（税抜） × 補助率 ＝ 補助申請額 

  

           円   × １／２ ＝         円 

               （１，０００円未満切捨て。上限３００万円） 



様式第７号（第８条関係） 

給与証明書 

 

（証明の対象期間）   年  月  日 ～   年  月  日 

事業従事者氏名 

給料月額 

（本俸） 

年 間 所 定 

営 業 日 数 

１日の所定

労 働 時 間 

１ 月 当 た り 

所 定 労 働 時 間 

（端数切捨て） 

時 間 単 価 

（端数切捨て） 備考 

① ② ③ ②×③÷１２＝④ ①÷④ 

 

 
円 日 時間 時間 円 

 

 

 
円 日 時間 時間 円 

 

 

 
円 日 時間 時間 円 

 

注 事業従事者ごとの賃金台帳等の写し、雇用契約書、事業従事者の氏名を確認することのできる組織図、給与規程その他給与の額の分かるもの

及び就業規則その他所定労働時間の分かるものを添付してください。 

 

年  月  日 

 

 

本補助金の交付の申請における人件費の額の算出に用いた事業従事者の給与等については、上記のとおりであることを証明します。 

 

 

事 業 者 名 

代表者職氏名 



様式第８号（第８条関係） 

  年  月  日 

（宛先）高松市長 

申請者 所 在 地 

名  称 

代 表 者 

（個人にあっては、住所及び氏名） 

 

誓約書 

 

  申請者は、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金の交付申請

に当たり、次の事項について誓約します。 

 

記 

 

(１) 申請者は、補助金の交付の申請の日前において継続して１年以上、Ｉ

Ｔ産業を主たる事業として営んでいます。 

(２) 申請者は、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付要

綱（以下「要綱」という。）第２条第２号に掲げる中小企業者です。 

(３) 申請者は、要綱第３条第２項第１号に規定するみなし大企業ではあり

ません。 

(４) 申請者は、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第７７号）に規定する暴力団等の反社会的勢力に関係する者ではあ

りません。 

(５) 申請者は、宗教法人ではありません。 

(６) 申請者は、法人格のない任意団体ではありません。 

(７ ) 申請者は、高松市指名停止等措置要綱 （平成２４年高松市告示第   

４０３号）に基づく指名停止措置が講じられている者ではありません。 

(８) 申請者は、補助金の交付の申請をする事業について、国、県その他各

種団体等から別の補助金を受けた、又は受ける者ではありません。 

(９) コンソーシアムの構成員に要綱第３条第２項第３号から第６号までに

掲げる者に該当する者は含まれていません。 



様式第９号（第１０条関係） 

高   第     号 

年  月  日 

             様 

高松市長 

 

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった高松市中小企業等デジタルビジネス

推進事業補助金の交付については、次のとおり決定したので、高松市中小企

業等デジタルビジネス推進事業補助金交付要綱第１０条の規定により通知し

ます。 

 

１ 補助金の名称             補助金 

２ 補助金の交付予定額            円 

３ 交付の条件 

(１) この補助金は、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金

交付要綱（以下「要綱」という。）に基づくもので、その目的以外に使用

してはなりません。 

(２ ) 補助事業に着手したときは高松市中小企業等デジタルビジネス推

進事業着手届（様式第１１号）を、当該補助事業が完了したときは高松

市中小企業等デジタルビジネス推進事業完了届（様式第１２号）を直ち

に市長に提出しなければなりません。 

(３) 次の①から④までのいずれかに該当するときは、速やかに市長の承

認又は指示を受けなければなりません。 

① 補助対象経費の区分に応じ計上された額を変更しようとするとき。

ただし、補助対象経費の区分に応じ計上された額をその２０パーセン

トの範囲内で増加又は減少させるものであって、補助対象経費の合計

額の２０パーセント以内の額の減少である場合を除く。 

② 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、その変更が補助



対象経費の合計額の２０パーセント以内の額の減少である場合であ

って、次のア又はイに掲げる場合のいずれかに該当すると認めるとき

は除く。 

ア 補助事業の目的に変更をもたらすものではなく、かつ、より能率

的に補助事業の目的の達成に資するものと考えられる場合 

イ  補助事業の目的及び能率に関係がない事業計画の細部の変更で

ある場合 

③ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

④ 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又はその遂行が困難と

なったとき。 

(４) 補助事業が完了したときは、その完了をした日から起算して２０日

を経過する日又は補助金の交付の決定に係る市の会計年度の３月３１

日のいずれか早い日までに、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事

業実績報告書（様式第１６号）に関係書類を添えて市長に提出しなけれ

ばなりません。 

(５ ) 補助事業が完了した日から起算して１年を経過した日の後及び補

助事業が完了した日から起算して２年を経過した日の後遅滞なく、高松

市中小企業等デジタルビジネス推進事業実施効果報告書（様式第２０号）

に関係書類を添えて市長に提出しなければなりません。 

(６) 市長が必要があると認め、当該職員に書類等の検査をさせ、又は補

助事業の執行状況について実地検査をさせるときは、これを受けなけれ

ばなりません。 

(７) 市監査委員から要求があるときは、いつでも監査を受けなければな

りません。 

(８) 要綱の規定に違反し、交付の決定の全部又は一部を取り消された場

合で、その取消しに係る部分に関し、既に補助金の交付を受けていると

きは、当該補助金を返還しなければなりません。 

 

 

 



様式第１０号（第１０条関係） 

高   第     号 

年  月  日 

             様 

高松市長 

 

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金不交付決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった高松市中小企業等デジタルビジネス

推進事業補助金の交付については、交付をしないことに決定したので、高松

市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付要綱第１０条の規定によ

り通知します。 

 

交付をしない理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１１号（第１１条関係） 

   年  月  日 

（宛先）高松市長 

申請者 所 在 地 

名  称 

代 表 者 

（個人にあっては、住所及び氏名） 

 

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業着手届 

 

     年  月  日付け高 第  号により補助金の交付の決定の通知

を受けた補助事業に、次のとおり着手したので、高松市中小企業等デジタル

ビジネス推進事業補助金交付要綱第１１条の規定により届けます。 

 

補 助 事 業 の 期 間 
年   月   日から 

年   月   日まで 

着 手 年 月 日 年   月   日 

完 了 予 定 年 月 日 年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１２号（第１１条関係） 

      年  月  日 

（宛先）高松市長 

申請者 所 在 地 

名  称 

代 表 者 

（個人にあっては、住所及び氏名） 

 

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業完了届 

 

    年  月  日付け高 第  号により補助金の交付の決定の通知を

受けた補助事業が、次のとおり完了したので、高松市中小企業等デジタルビ

ジネス推進事業補助金交付要綱第１１条の規定により届けます。 

 

補 助 事 業 の 期 間 
年   月   日から 

年   月   日まで 

着 手 年 月 日 年   月   日 

完 了 年 月 日 年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１３号（第１２条関係） 

    年  月  日 

（宛先）高松市長 

申請者 所 在 地 

名  称 

代 表 者 

（個人にあっては、住所及び氏名） 

 

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金変更交付申請書 

 

    年  月  日付け高 第  号により補助金の交付の決定の通知を

受けた補助事業について、次のとおりその内容を変更したいので、高松市中

小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付要綱第１２条第１項の規定に

より、関係書類を添えて申請します。 

変 更 す る 事 項  

変更の 

内 容 

変更前  

変更後  

変 更 の 理 由  

変更後の着手・ 

完了予定年月日 

着手予定年月日    年   月   日 

完了予定年月日    年   月   日 

変 更 後 の 

補 助 申 請 額 
円 

添 付 書 類 

(１) 変更後の事業計画書（様式第２号） 

(２) 変更後の収支予算書（様式第６号） 

(３) 変更後の内容を確認することのできる書類 

(４) その他市長が必要と認める書類 

 

 

 

 



様式第１４号（第１２条関係） 

高   第     号 

年  月  日 

             様 

高松市長 

 

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金変更交付決定通知書 

 

年  月  日付けで申請のあった補助事業の変更については、次の

とおり決定したので、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付

要綱第１２条第４項の規定により通知します。 

 

１ 変更の内容 

２ 補助金の名称              補助金 

３ 変更後の補助金の交付予定額         円 

４ 交付の条件 

(１) この補助金は、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金

交付要綱（以下「要綱」という。）に基づくもので、その目的以外に使用

してはなりません。 

(２ ) 補助事業に着手したときは高松市中小企業等デジタルビジネス推

進事業着手届（様式第１１号）を、当該補助事業が完了したときは高松

市中小企業等デジタルビジネス推進事業完了届（様式第１２号）を直ち

に市長に提出しなければなりません。 

(３) 次の①から④までのいずれかに該当するときは、速やかに市長の承

認又は指示を受けなければなりません。 

① 補助対象経費の区分に応じ計上された額を変更しようとするとき。

ただし、補助対象経費の区分に応じ計上された額をその２０パーセン

トの範囲内で増加又は減少させるものであって、補助対象経費の合計

額の２０パーセント以内の額の減少である場合を除く。 

② 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、その変更が補助

対象経費の合計額の２０パーセント以内の額の減少である場合であ



って、次のア又はイに掲げる場合のいずれかに該当すると認めるとき

は除く。 

ア 補助事業の目的に変更をもたらすものではなく、かつ、より能率

的に補助事業の目的の達成に資するものと考えられる場合 

イ  補助事業の目的及び能率に関係がない事業計画の細部の変更で

ある場合 

③ 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

④ 補助事業が予定の期間内に完了しないとき、又はその遂行が困難と

なったとき。 

(４) 補助事業が完了したときは、その完了をした日から起算して２０日

を 経 過 す る 日 又 は 補 助 金 の 交 付 の 決 定 に 係 る 市 の 会 計 年 度 の ３ 月  

３１日のいずれか早い日までに、高松市中小企業等デジタルビジネス

推進事業実績報告書（様式第１６号）に関係書類を添えて市長に提出

しなければなりません。 

(５ ) 補助事業が完了した日から起算して１年を経過した日の後及び補

助事業が完了した日から起算して２年を経過した日の後遅滞なく、高

松市中小企業等デジタルビジネス推進事業実施効果報告書（様式第 

２０号）に関係書類を添えて市長に提出しなければなりません。 

(６) 市長が必要があると認め、当該職員に書類等の検査をさせ、又は補

助事業の執行状況について実地検査をさせるときは、これを受けなけれ

ばなりません。 

(７) 市監査委員から要求があるときは、いつでも監査を受けなければな

りません。 

(８) 要綱の規定に違反し、交付の決定の全部又は一部を取り消された場

合で、その取消しに係る部分に関し、既に補助金の交付を受けていると

きは、当該補助金を返還しなければなりません。 

 

 

 

 



様式第１５号（第１２条関係） 

   年  月  日 

（宛先）高松市長 

申請者 所 在 地 

名  称 

代 表 者 

（個人にあっては、住所及び氏名） 

 

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業中止（廃止）承認申請書 

 

    年  月  日付け高 第  号により補助金の交付の決定の通知を受けた補助事

業について、次のとおり中止（廃止）したいので、高松市中小企業等デジタルビジネ

ス推進事業補助金交付要綱第１２条第５項の規定により申請します。 

 

中 止 （ 廃 止 ） の 理 由  

中止（廃止）予定年月日      年   月   日 

中 止 の 場 合 の 

再 開 予 定 年 月 日 
     年   月   日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１６号（第１３条関係） 

 年  月  日 

（宛先）高松市長 

申請者 所 在 地 

名  称 

代 表 者 

（個人にあっては、住所及び氏名） 

 

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金実績報告書 

 

    年  月  日付け高 第   号により補助金の交付の決定の通知

を受けた補助事業について、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補

助金交付要綱第１３条の規定により、次のとおり関係書類を添えて、実績報

告をします。 

 

補 助 金 の 額                   円 

着 手 ・ 完 了 

年 月 日 

着手年月日       年  月  日 

完了年月日       年  月  日 

事 業 の 効 果  

添 付 書 類 

(１) 事業実績書（様式第１７号） 

(２) 収支決算書（様式第１８号） 

(３) 補助事業の執行において締結をした契約書、請

書等の写し 

(４) 補助対象経費を支払ったことを確認することの

できる書類の写し 

(５ ) 補助事業の成果を確認することのできるもの

（写真撮影が可能なものである場合はその写真） 

(６) その他市長が必要と認める書類 



様式第１７号（第１３条関係） 

事業実績書 

１ 事業の名称 

                              

 

２ デジタル技術を活用した具体的な事業の内容 

 

 

 

３ 補助事業の成果物（その成果を確認することのできるもの（写真撮影が可

能なものである場合はその写真）を添付すること。） 

名 称 説 明 

  

  

  

 

４ 補助事業により開発された製品等の今後の計画 

  当初の事業計画から変更のある場合はその変更が分かるように記載して下さい。  

 (１) 商品化の計画 

 

 

 

 

 (２) 売上目標 

        年        円 

    年        円 

    年        円 

 

 



様式第１８号（第１３条関係） 

収支決算書 

１ 収入の部                            （単位：円） 

区 分 予 算 額 決 算 額 
差 引 
増減額 

内 訳 

市補助金     

申請者負担金     

その他収入     

     

計     

 

２ 支出の部                            （単位：円） 

区 分 予 算 額 決 算 額 
差 引 
増減額 

内 訳 

     

     

     

     

     

     

計     

注 収支予算書と対比できるように記載してください。また、消費税及び地方消費税の額

は、大分類ごとに名称を記載した行とは別の行に、これらに係る税額の総額を記載して

ください。 
 

３ 補助申請額 

 補助対象経費の合計（税抜） × 補助率 ＝ 補助申請額 

 

            円  × １／２ ＝         円 

               （１，０００円未満切捨て。上限３００万円） 



様式第１９号（第１４条関係） 

高松市指令第   号 

 

           様 

 

年   月   日付けで申請のあった高松市中小企業等デジタルビジ

ネス推進事業について、次のとおり条件を付けて補助金として      円

を交付します。 

 

年  月  日 

 

高松市長 

 

１ この補助金は、高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付

要綱（以下「要綱」という。）に基づくもので、この目的以外に使用しては

なりません。 

２ 補助事業が完了した日から起算して１年を経過した日の後及び補助事業

が完了した日から起算して２年を経過した日の後遅滞なく、高松市中小企

業等デジタルビジネス推進事業実施効果報告書（様式第２０号）に関係書

類を添えて市長に提出しなければなりません。 

３ 市長が必要があると認め、当該職員に書類等の検査をさせ、又は補助事

業の執行状況について実地検査をさせるときは、これを受けなければなり

ません。 

４ 市監査委員から要求があるときは、いつでも監査を受けなければなりま

せん。 

５ 要綱の規定に違反し、交付の決定の全部又は一部を取り消された場合で、

その取消しに係る部分に関し、既に補助金の交付を受けているときは、当

該補助金を返還しなければなりません。 

 

 



様式第２０号（第１５条関係） 

  年  月  日 

（宛先）高松市長 

申請者 所 在 地 

名  称 

代 表 者 

（個人にあっては、住所及び氏名） 

 

高松市中小企業等デジタルビジネス推進事業実施効果報告書 

 

    年  月  日付け高松市指令 第   号に基づき高松市中小企業

等デジタルビジネス推進事業補助金の交付を受けた補助事業について、高松

市中小企業等デジタルビジネス推進事業補助金交付要綱第１５条の規定によ

り、次のとおり関係書類を添えて、事業実施効果の報告をします。 

補助金の額 円 

完了年月日 年  月  日 

１

回

目 

事業の効果 

報告年月日 年  月  日 

内   容 

 

 

 

売上実績等 

売 上 目 標                  円 

売 上 実 績                  円 

２ 

回

目 

事業の効果 

報告年月日 年  月  日 

内   容 

 

 

 



 注  

１  １回目は、補助事業が完了した日から起算して１年を経過した日の後、

２回目は、補助事業が完了した日から起算して２年を経過した日の後遅滞

なく提出してください。 

２ ２回目は、１回目の事業実施効果を記載した報告書に、２回目の事業実

施効果を記載して提出してください。 

 売上実績等 

売 上 目 標                  円 

売 上 実 績                  円 

添付書類 
(１) 売上実績が分かる書類 

(２) その他市長が必要と認める書類 


